第１５章　賃金及び労働
概況
　昭和52年の我が国経済は、景気回復過程の３年目にあたり、政府投資の増加、前年に引き続く輸出の伸び等がみられたものの、国内民間需要の盛り上がりが乏しく、景気は緩やかな回復にとどまった。労働経済の面ではサービス業などの雇用は増加しているものの製造業は引き続き停滞しており、労働力需給の悪化から脱しきれず、雇用の改善が遅れている。
一般賃金水準の動向
　52年の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果からみると常用労働者１人平均月間現金給与総額は調査産業計で23万9,501円で前年に比べ9.0パーセント増と１桁台の伸びにとどまった。又、実質賃金をみると、消費者物価が7.8パーセント増と前年（9.5パーセント増）より落ち着いた動きを示したものの、名目賃金が前述のように9.0パーセント増にとどまったため、1.2パーセント増とわずかな伸びとなった。現金給与総額を「定期給与」と「特別給与」とにわけてみると､「定期給与」は17万4,705円で前年に比べ9.7パーセントの増加となった。又「特別給与」は６万4,796円で前年に比べ7 .1パーセント増となり前年（11.0パーセント増）の伸びを下回った。これは年末の賞与が前年の伸びを大きく下回ったためである。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額でみると、500人以上規模は26万9,164円で前年に比べ9.8パーセント増、100人から499人規模で24万2,545円で10.9パーセント増、30人から99人規模では、21万8,928円で6.8パーセント増であったが各規模で前年の伸びを下回り、特に30人から99人規模での落ち込みが目立った。この結果、500人以上規模を100とした賃金格差は100人から499人規模で90.1と前年（89.7）より格差を縮小し、30人から99人規模は81.3で前年（83.4）より逆に格差を拡大した。
　つぎに産業別に現金給与総額をみると、「電気・ガス・水道、熱供給業」が29万9,571円で全産業中最高で以下、「金融保険業」28万7,580円、「サービス業」25万8,340円の順とつづき、最低は「不動産業」の21万9,147円となった。又対前年比をみると、「建設業」の16.6パーセント増が最高で、以下「卸売業・小売業」（10.3パーセント増）、「金融保険業」（10.0パーセント増）が10パーセント台の伸びとつづき、他の産業では１桁台の伸びにとどまり、最低は「サービス業」の5.9パーセント増となった。この結果、前年の伸びを上回ったのは「建設業」と「卸売業・小売業」の２業種にとどまり、他の産業は前年の伸びを下回った。
夏季、年末賞与の支給状況
　52年の夏季・年末賞与の動きをみると、１人平均支給額は夏季が32万2,540円で前年に比べ9.3パーセント増となり前年（7.3パーセント増）を上回る伸びを示した。又年末は38万9,896円で6.0パーセント増となり、前年（11.1パーセント増）の伸びを逆に下回った。又定期給与に対する平均支給割合は夏季は1.61ヵ月分で前年（1.62ヵ月分）を若干下回った。一方、年末においても1.92ヵ月分で前年（1.98ヵ月分）を0.06ヵ月分下回り、50年以降３年続けて２ヵ月分を下回る結果となった。
労働時間の動向
　52年の平均月間総実労働時間は、171.2時間であった。これを所定内労働時間と所定外労働時間とにわけてみると、所定内労働時間は159.9時間で前年に比べ0.1パーセント（0.3時間）の減少となった。又49年、50年に大幅な減少を示した所定外労働時間は51年（4.8パーセント増）に増加に転じ、本年は11.3時間で前年に比べ3.7パーセント増と、前年に引き続き増加となったものの低い伸びとなった。
労働市場と雇用の動向
　府下の職業安定所の職業紹介状況をまとめた「労働市場概要」による新規求人数は49年度（44.1パーセント減）、50年度（26.7パーセント減）と大幅な減少を続けた後、前年度（0.1パーセント増）で底を打ったかのようにみえたが、52年度の月平均の新規求人数は18,338人で前年度に比べ15.3パーセントの減少となった。これは景気回復の遅れによる先行きに対する不安感などから企業の採用態度が慎重になり求人需要の停滞を招じたためと思われる。これによって新規求人倍率（新規求人数を新規求職者数で割る）は0.70倍と前年度（0.91倍）を大幅に下回る結果となり３年連続して求職超過の状態となっている。
　又、常用雇用の動きを50年平均を100とした常用雇用指数でみると95.0で前年に引き続き減少となった。一方、労働異動をみると、入職率1.5パーセント、離職率1.7パーセントで、この結果0.2パーセントの離職超過となった。
